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（出典：大澤真理、2000、『21世紀の女性政策と男女共同参画社会基本法』より表作成）

国連女性の地位委員会の活動とその変遷
添付資料１

1 メキシコ会議の勧告によって設立された国際機関。主な機能は、開発途上国において女性が直面してい

る諸問題に関する実践的な調査・研究をすること、女性と開発に関する意識を高めること、女性たちへの

技能訓練プログラムを確立すること―である。
2 国連開発計画に設置された「国連女性の10年のための自発的基金」が1984年の国連総会決議によって改

組されたものであり、貧困と女性という二重の差別に苦しむ途上国の女性の直接の資金援助をするための

機関。
3 1992年の国連環境会議、1993年の世界人権会議、1994年の国際人口開発会議、1995年の世界社会開発サ

ミット、1995年の第４回世界女性会議、1996年の国連人間居住会議等。

�
�

第一期　�
法的権利の�
整備期�

（1945-62年）�
�
�
�

第二期�
開発への女性の�

統合期�
（1963-75）�

�
�
�
�
�

第三期�
国連女性の�
１０年�

（1976-85年）�
�
�
�
�
�
�
�
�

第四期�
平等・開発・平和�

に向けて�
（1986年以降）�

国連女性の地位委員会の活動とその変遷�
女性の地位委員会は下記の条約を起草、女性の権利の法典化を進めた。�
◆女性の参政権に関する条約（1948年）�
◆既婚女性の国籍に関する条約（1957年）�
◆婚姻の同意・最低年齢および婚姻の登録に関する条約（1962年）�
◆女子差別撤廃条約（1967年）�
経済の南北格差が国連で重要課題となり、開発計画への女性の全面的な参加が位置付�
けられた。�
◆1972年、女性の地位委員会の設立25周年を機に、1975年を国際女性年とした。「平�
　等・開発・平和」という現在に至る女性政策の柱が確定した。�
◆メキシコ・シティで「国際女性年会議」を開催（1975年）。参加者の75％が女性で、
　NGOフォーラムも開催。�
◆1980年をターゲットに、達成すべき最低限の目標を設定し、宣言で各国は自国の戦
　略を決め、目標や優先順位を確認するよう要請。�
◆男女平等の意識が、「男女の特性論に基礎付けられた機能平等論」から「固定化さ�
　れた男女役割分担観念そのものの変革」へと転換。�
「国連女性の10年―平等・開発・平和」（1976年～85年）を設定、以下のように、�
様々な条約の締結や機関の設置、会議の開催などが行われた。�
◆女子差別撤廃条約（1979年）の採決、コペンハーゲン会議（1980年）、ナイロビ会
　議（1985年）の開催とNGOの活躍。�
◆ジェンダーの視点に立った国連統計の重要性の認識。�
◆国際女性問題調査訓練研究所 と国連女性開発基金 の設立。�
◆1980年、国際女性年の目標の実施状況の見直しと評価のための世界会議を開催す�
　ることを要請。�
国連女性の10年で一定の成果はあるものの、多くの女性にとって優先領域である「雇�
用、健康、教育」において事実上の進歩が見られないことを背景に、1990年代国連は�
世界会議を通じて女性の地位向上を支援する合意の形成に大きく寄与してきた。�
◆国連は、ナイロビ将来戦略の第一回見直し勧告を行い、362項目のナイロビ将来戦�
　略を23の優先事項に限定。�
◆女性の地位委員会の強化策として、ナイロビ将来戦略の実施監視の任務を追加。�
◆「平等・開発・平和への行動」として、第４回世界女性会議を開催。過去三回の世
　界女性会議における合意に基礎をおき、2000年をターゲットとするナイロビ将来戦
　略の最後の5年間の履行確保のための計画を再検討。重大問題領域の第一にあげら
　れた「貧困」について、貧困撲滅に女性が果たす中心的な役割を認識。�
◆世界の草の根の女性の交流と女性に対する暴力の問題、リプロダクティブ・ヘルス
　／ライツの重要性の認識。�
◆その他の国際会議への貢献 。女性問題の解決なしにいかなる状況を変革すること
　も不可能なこと、女性の参画なしには世界の直面している政治経済問題を解決でき
　ないことを確認。�
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添付資料２

国際会議とその宣言・計画�
 １）国連世界女性会議：第１回メキシコ・シティ�

 ２） 国連世界女性会議：第２回コペンハーゲン�

 ３） 国連世界女性会議：第３回ナイロビ�

 ４）国連世界女性会議：第4回・北京�

①　女性の平等と開発と平和への女性の寄与に関する1975年のメキシコ宣言�
　　初の地球規模での女性会議である。女性が国の開発や国際平和の確保・維持に参加するた
　　めに必要な30の原則を宣言。家庭、職場、共同社会、国家、そして世界と、あらゆる分野
　　における女性の役割の重要性を強調。採決は賛成89、反対3、棄権18。当時の冷戦の緊張
　　をも反映している。�
�
②　メキシコ世界行動計画�
　　正式名称は、「国際女性年の目標を実施するための世界行動計画」。1985年までの10年間
　　の包括的ガイドラインと、中間年の1980年までの最低限の達成目標を示したものである。
　　特定分野として、国際協力及び国際平和の強化、政治参加、教育及び訓練、雇用及び関連
　　の経済活動、健康及び栄養、近代社会における家庭、人口、住居及び関連施設、その他の
　　社会問題―などを示し、各国は自国の戦略を決め、自国の目標や優先順位を確認するよう
　　に要請された。�

①　国連女性の10年後半期行動プログラム�
　　1975年にメキシコで採択された世界行動計画の前半5年間の達成成果を確認・検討し、後
　　半5年間に優先すべき行動指針を決定するために開催された。会期中に、1979年12月に国
　　連総会で採択された女性差別撤廃条約の署名式が行われた。コペンハーゲン会議のテーマ
　　は緊急性の高い3分野―雇用、健康、教育―をサブテーマに決め、具体的で実効性のある
　　行動プログラムを実施しようとの姿勢を明確にしている。この後半期行動プログラムは、
　　賛成94、反対4、棄権22で採決された。�
�
②　国連女性の10年世界会議決議�
　　コペンハーゲン会議では、「国連女性の10年後半期行動プログラム」のほかに48項目の決
　　議が採択された。障害を持つ女性、移民女性、家庭内暴力被害女性、高齢女性、難民女性
　　など、具体的な女性像に目を向けた決議である。また、第三次国連開発の10年の国際開発
　　戦略を実行することを年頭にプログラムの実施案を策定するよう事務総長に要請した。日
　　本は「女性の健康と福祉に対する統合的取り組み」を共同提案したところ、一部修正を経
　　て採択された。�

①　西暦2000年に向けての女性の地位向上のためのナイロビ将来戦略�
　　1985年、ナイロビで開催された第3回世界会議。会議は、国連女性の10年の目標達成のた
　　めになされた成果を見直し、具体的な対応策を探ることに重点がおかれ、2000年に向けて
　　327項目に及ぶこの構想が策定された。低開発や貧困、女性への永続的な不平等、法律上・
　　事実上の女性差別、開発における女性の従属的役割、生理的・社会的・文化的偏見の影響、
　　高まる国際緊張などが挙げられた。苦難な状態にある女性への支援措置が盛り込まれたこ
　　と、対立しがちだった先進国と開発途上国の女性の相互理解・連帯へ道筋をつけたこと、
　　核廃絶による平和に言及したことなどが特徴である。�
�
②　ナイロビ将来戦略の実施に関する第一回見直しと評価に伴う勧告及び結論�
　　国連女性の10年最終年世界会議で採択された同戦略は、5年後の1990年、国連女性の地位
　　委員会において、実施状況を調べ以降の実施を促すための機会がもたれた。�

①　北京宣言�
　　4回目となる世界女性会議には190ヵ国が参加。8月31日からNGOフォーラムには約3万人
　　が集まった。平等、開発、平和への行動に向けて、女性のエンパワーメント、男女のパー
　　トナーシップがキーワードになっている。�
�
②　北京行動綱領�
　　北京宣言とともに全会一致で採択。ただし、この行動綱領については、約50カ国から、特
　　定のパラグラフに対する留保解釈表明の発言がなされた。貧困、教育、健康、暴力、紛争
　　下の女性、経済、権力・政策決定における分担の不平等、女性の地位向上のための機構、
　　人権、メディア、環境、少女に対する人権侵害など12の重大問題領域における、21世紀に
　　向けての指針として採択された。�
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（出典：大澤真理、2000、『21世紀の女性政策と男女共同参画社会基本法』、
関　哲夫、2001、『男女共同参画社会』より表作成）

 ５）国連世界女性会議：第5回・ニューヨーク�
　世界女性会議は5年周期の開催がほぼ定例となっており、2000年は、国連総会の特別会期と
して、ニューヨーク国連本部で開催。これまでの会議同様、女性の地位委員会が中心となって
計画し、いくつかの地域別準備会議が事前に開催された。�
�
①　政治宣言�
　　2000年の国連特別総会「女性2000年会議」は、1995年の第4回世界女性会議で採決された
　　北京宣言、行動綱領の実施状況を検討・評価するとともに、それらの完全実施に向けた今
　　後の戦略について協議することを目的とするものであったが、北京宣言、行動綱領の目的
　　・目標の達成への決意を表明したのがこの政治宣言である。�
�
②　北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ�
　　2000年の国連特別総会「女性2000年会議」は、1995年の第4回世界女性会議（北京）で採
　　択された北京宣言、行動綱領の完全実施に向けた今後の戦略、特に21世紀を意識した行動
　　指 針を成果文書として採択している。全4章、104パラグラフから成る文書のうち、「女性
　　に対する暴力」、「権力及び意思決定における女性」、「女性とメディア」、「リプロダ
　　クディブ・ヘルス」に関する記述がある。�



国際条約および宣言の内容
添付資料３

98

名称・採択・署名年月・�
日本の批准年月�

内容�

世界人権宣言�
1948.12（採択）�

�
人身売買及び他人の売春から
の搾取の禁止に関する条約

1950.3（署名）、�
日本‐1958.7(発効)��

婦人の参政権に関する条約
1953.3（署名）、�
日本1955.4（署名）�

�
既婚婦人の国籍に関する条約

1957.2（署名）、�
日本‐未批准�

�
婚姻の合意、婚姻の最低年齢
及び婚姻の登録に関する条
約、1962.12（署名）、�

日本‐未批准��
経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約�
1966.12（採択）、�
日本-1978.5（署名）��

市民的及び政治的権利に関す
る国際規約�

1966.12（採択）、�
日本1978.5（署名）��

女性に対する差別撤廃に�
関する宣言�

1967.11（採択）��
緊急事態及び武力紛争におけ

る女性及び子どもの�
保護に関する宣言�
1974.12（採択）��

国際の平和と協力の促進にお
ける女性の参加に関する宣言

1982.12（採択）�
�

戦後社会における人権問題の基本認識となるもの。法的
拘束力はないが、具体的権利内容を明らかにしており、
女性、子ども、難民の人権についての基本的な考えを示
している。��
売春を目的とする人身売買、他人の売春からの搾取は、
本人の合意があったとしても、人としての尊厳・価値に
反するとし、処罰をもって臨もうとしている。�
��
女性も男性と同じ条件で投票し、立候補し、公職に就く
ことができるとする条約。日本も早い時期に批准してい
るが、例えば国会の女性議員の比率など女性が十分に政
治にかかわっているとはいえない状況が続いている。�
�
外国人との結婚や離婚、夫の国籍変更で生じる、女性の
国籍に関する問題を解決する条約。婚姻状態の変化によ
って自動的に妻の国籍が影響を受けることなく、女性は
自分の国籍を維持する権利をもつとする。�
�
結婚は当事者双方の自由で完全な合意により成立すると
いう、世界人権宣言の規定を確認して協定する条約。締
約国には婚姻できる最低年齢を法的に決めること、婚姻
を公式に記録することを求めている。�
�
「社会権規約」、「A規約」ともよばれる。締約国の経済
発展に応じて個人に保障される権利を定めたもの。当事
国の報告書を審査するため、経済社会理事会内に社会権
規約委員会が設置されている。�
�
「社会権規約」、「B規約」ともよばれる。個人としての
普遍的な自由を保障するもの。権利侵害の申し立て機関
である自由権規約人権委員会について定めた選択議定書
がついているが、日本は批准していない。�
�
女性に対する差別は人間の尊厳、家庭・社会の福祉に反
する不正であること、差別をなくすため、立法上の措置
を含め、すべての適切な措置がとられるべきことを求め
ている。��
緊急事態・武力紛争における女性と子どもの保護のため
に各国が遵守すべき事項を確認するもの。女性と子ども
に対する抑圧、残酷で非人道的な扱いを犯罪行為とする。�
�
�
国際的な平和と協力に貢献するのに男女の別はないとい
う考えのもと、女性にその機会を積極的に保障しようと
する宣言。経済的、社会的、文化的、市民的、政治的活
動に参加する男性と平等の権利を保障する適当な措置が
とられなければならないことを明らかにする。�
�
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（出典：関　哲夫、2001、『男女共同参画社会』より表作成）

女子に対するあらゆる形態の差
別の撤廃に関する条約1979.12

（採択）、�
日本1980.7（署名）�

�
�
�
�
�

女性に対する暴力の撤廃に関す
る宣言�

1993.12（採択）�
�

�
児童の権利に関する条約1989．

11（採択）、�
日本1994.4（批准）��

同一価値の労働についての男
女労働者に対する同一報酬に

関する条約�
1951.6（採択）、�

日本1967.8（批准書寄託）��
母性保護に関する条約�
1952.6（採択）、�
日本―未批准�

�
雇用及び職業についての差別

待遇に関する条約�
1958.6（採択）、�
日本―未批准��

家族的責任を有する男女労働
者の機会及び待遇の均等に関

する条約�
1981.6（採択）、�

日本1995.6（批准寄託）��
夜業に関する条約�
1950.6（採択）、�
日本―未批准�

�
パートタイム労働に�
関する条約�
1994.6（採択）、�
日本―未批准��

教育における差別を禁止する条
約�

1960.12（採択）、�
日本―未批准�

�

1967年の女性差別撤廃宣言を受けて採択された。日本は72番目の
批准国。女性の権利を包括的に規定する史上初の法的拘束力の
ある条約。定型化された男女役割分担観念の変革を中心理念とし、
母性保護にかかわる以外のすべての女性差別を禁止している。締
約国には4年ごとの報告書提出義務がある。批准するためには条約
の基準に達していない国内法の改正が必要であり、日本は、1984年
の国籍法改正、1985年の男女雇用均等法の制定、家庭科の男女
共修化など国内法を整備し、1985年に批准している。��

1993年のウィーン国連世界人権会議で採択されたウィーン宣言と行
動計画においては、女性の人権は「不可譲の、不可欠の、不可分の
普遍的な人権」であると明記され、「女性の対する公私の暴力の撤廃」
が宣言されている。これを受けて国連は、この「女性に対する暴力
の撤廃に関する宣言」を採択した。��
「児童の権利宣言」の30周年に採択された。保護・援助の客体とし
てだけでなく、権利の主体として広く児童の権利を規定。�
��
「同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬」の
原則を明らかにし、性による差別なしに報酬率を定めるように求めた
もの。国際労働機関（ILO）による。�
�
�
�
すべての女性労働者は、金銭と医療給付を伴う出産休暇の権利を
有することを認める。ILO条約では一貫して母性保護については充
実の方向できているが、妊娠・出産以外の保護、援助については変
遷がみられる。�
�
人種、皮膚の色、性、宗教、政治的意見、国民的出身または社会的
出身に基づく雇用上の差別をなくすために各国が講じるべき国内
政策などを定めている。ILO条約が総合的に差別問題を取り扱った
もの。�
�
育児や介護の責任を負った男女労働者の仕事と家庭の両立を可
能にするために、職場や社会を整備することを目指すILO条約。家
族的責任を有する労働者に対する雇用差別をなくす措置を求めて
いる。�
��
深夜業に携わる労働者の健康を保護し、家族的責任と社会的責任
を果たすことを援助するための国際基準となるもの。勤務時間の上
限規制や勤務確保などにより、生理的、精神的負担の大きい深夜
業を規制するのが目的。日本はまだ批准していない。�
フルタイム労働者に比べると身分や待遇が不安定になりがちなパー
トタイム労働者を保護するためのILO条約。同一価値労働の同一報
酬、雇用・職業についての差別禁止などの精神はパートタイム労働
者にも及ぶとする。�
歴史的に女性が男性より劣った存在とされた背景には教育の圧倒
的な貧しさがある。女性の能力啓発と地位向上には教育が欠かせ
ない。UNESCO総会が世界人権宣言とユネスコ憲章に基づき採択。�
�
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地域・国別　教育・経済活動分野関連指標

（東・東南・南西アジア、中央アジア・コーカサス、大洋州地域）

添付資料４
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地域・国別　教育・経済活動分野関連指標（中近東、アフリカ地域）
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地域・国別　教育・経済活動分野関連指標（中南米、ヨーロッパ地域）



出典

成人識字率（15才以上）：UNDP、2001、人間開発報告書2001

初中高教育就学率：UNDP、2001、人間開発報告書2001

女性議席数：国連、2000、女性の指標と統計データベース

女性行政職管理職：国連、2000、女性の指標と統計データベース

女性専門職：国連、2000、女性の指標と統計データベース

成人経済活動率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

１人当たりのGDP（PPP US$）：国連、2000、女性の指標と統計データベース
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地域・国別　保健分野関連指標添付資料５
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地域・国別　保健分野関連指標（中近東、アフリカ地域）
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地域・国別　保健分野関連指標（中南米、ヨーロッパ地域）



出典

HDI：UNDP、人間開発報告書2000

GDI：UNDP、人間開発報告書2000

GEM：UNDP、人間開発報告書2000

平均余命：国連、2000、女性の指標と統計データベース

人口増加率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

女性世帯主の割合：国連、2000、女性の指標と統計データベース

避妊実行率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

合計特殊出生率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

乳児死亡率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

HIV/AIDS：国連、2000、女性の指標と統計データベース

産前ケア：国連、2000、女性の指標と統計データベース

出産介助率：国連、2000、女性の指標と統計データベース

妊産婦死亡率：国連、2000、女性の指標と統計データベース
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